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講演録1 東京大学大学院の鈴木宣弘教授は、「米国の酪農政策

と酪農版所得補償」について講演した。講演の概要は次

の通り。
鈴木　宣弘

東京大学大学院教授

■農家減少食い止め

■活力高める知恵が問われる

　TPP（環太平洋連携協定）の議論が大変な問題
となっているので、この点を先にお話したい。こ
の問題は、米国の酪農政策、日本の酪農の所得補
償政策にも大きく関わってくる。TPP で米国酪
農はどうしようとしているのか、酪農は本当に
TPP に入られるのか。日本の酪農版所得補償は、
TPP を前提にしてできるのかどうかということ
を話したいと思っている。
　今や酪農家戸数はどんどん減少している。最近
5 年間の動きが、今後 5 年、10 年経過するとど
うなるのか。このままでは、酪農家戸数より、関
連組織の人数の方が多くなってしまう。私のよう
に大学の教職員を含めるともっと増える。酪農家
が少なくなり、酪農家のお陰で職を得ている人が
多くなることは産業としておかしいことであり、
そもそも組織が成り立たなくなる。TPP 以前の
問題として、農家のお陰で成り立っている組織は
今後、正念場を迎える。今日の研修会の参加者は
違うかもしれないが、組織の論理で動いたら必ず
つぶれる。よってたつ農家がこれ以上減らず、元
気になるようにするにはどうするのか。当たり前
のことだが、今、そこが非常に問われている。
　酪農版所得補償については、酪農関係者からこ
ういう風にしたら良いのではないかという提案が
十分に出ていないと私は感じている。むしろ、現
状のままで、そんなに変えなくて良いという意味
合いの情報が多く、みなさんがそこについてどの
ような議論をされ、どのような提案をしているの
かが良く見えてこなかったのが率直な印象だ。こ
の点についても、どの形が良いのか、よく詰める
必要がある。生産者、生産者組織として、本当に
どういうものを求めているのか、しっかり詰めて
ほしい。

■ TPP は国民全体で冷静な議論が必要

　さて、TPP の話に入る。私も最初に聞いた時は、
「何だ、これは」と思った。そもそも、国際交渉
関係については、WTO（世界貿易機関）、FTA（自
由貿易協定）、EPA（経済連携協定）など専門用
語がいっぱいあり、テレビに出ている専門家も、
かなりの人が理解していないので、大変だなと
思っている。
　WTO は世界 150 カ国・地域が加盟している。
例えば、日本が米国の自動車の関税をゼロにした
ら、加盟する他の国にもゼロにしないといけない。
　これと相反する FTA がどんどん出てきている。
FTA は、2 国間でも数カ国間でも良いが、その国
の間だけで関税をゼロにするとか、有利な条件に
して、それ以外の国は仲間外れにする。戦前も行
われてブロック化が進んだから、戦後は GATT-

WTO 体制となったが、WTO がうまくいかない
ので、また以前のように戻ってしまった。また、
FTA がモノ、サービスの貿易自由化であるのに対
して、EPA は国内の制度を調和させるといったも
のを含んだ幅広い考えであるが、両者はほぼ同義
に使われる場合も多い。
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　一方、TPP はこの概念と同じレベルではない。
EPA、FTA の一種で、その固有名称だが、今ま
での EPA、FTA は、少しは例外を認めていたが、
TPP は例外を認めない極端な形である。よく言
われる 2 国間が EPA で多国間が TPP とか、例外
を認めないのが TPP で例外認めるのが FTA とか
いう整理は全く違っている。
　先日終わった APEC（アジア太平洋経済協力会
議）の横浜会合では、日本は TPP に正式に参加
する表明はしなかったが、情報収集の協議は始め
るということになった。ここに秘められている気
持ちは、来年（平成 23 年）11 月にハワイで開
かれる米国が議長の APEC 会議までに、すべての
関税をゼロにし、労働者を含めた人の移動や、さ
まざまな規制を基本的に撤廃し、外国と日本がす
べて自由になることを極端に追求し、一気にやる
ことを表明するつもりではないかということであ
る。そのために、日本政府が設置した「食と農林
漁業の再生推進本部」が何をするのかというと、
コメ、乳製品にどれだけのお金を費やせばよいの
か。ゼロ関税で酪農、稲作が成り立つために、何
兆円を毎年出せば良いのかを詰める。政府が毎
年、何兆円も出せるわけがないので、常識的には
無理な計画だが、何らかの形で生産性が向上して
いくので、最初は何兆円だが、次第に減っていく
とか、コメとか乳製品は 10 年間で関税をゼロに
する選択肢があるので、そういうことをやった場
合に、どういう計画で差額補てん金を減らしてい
くのか。生産性向上をどの位見込んでいくのかを
考えているのではないか。人の移動や規制緩和も、
同じように検討することになっているが、全面開
放したらどうなるのか。それに対して、国内対策
はどうするかという話がある。
　TPP は、参加を前提に例外なしでやらないと
基本的には参加表明できない。今まで考えられな
かったことを今後 1 年も満たない中でやってし
まうという、びっくりする話である。そんなこと
が簡単にできたら、誰も今まで苦労していない。
常識で考えたら理解できない。おそらくこんなこ
とはできないことだから心配することはないとい
う考えもあるが、勢いで本当に参加表明し、酪農
に何兆円と言っても、やっぱり金がないのででき
ないとなったら最悪の事態だ。冷静な議論を喚起
し、そういうことにならないようにみなさんと一
緒に理解醸成していかないといけない状況だと

思っている。
　これもよく言われるが、農業はいろいろ厳しい
状況にあり、それを変えられなかったので、TPP
によるショック療法で一気に変えて強化してはど
うかと言われる。また、いろいろな問題があるの
で、TPP を機に輸出産業化したらどうかという話
もある。しかし、どうしてゼロ関税で競争力が強
くなり、輸出産業化できるのか。競争力を高めて
輸出産業化する前に、国内の農業は全部なくなっ
てしまう。何故、極端な前提のもとで、そういう
ものに結びつくのか、私にはさっぱり分からない。
　皆さんも頭を痛めている通り、問題は「農業対
国益」という構図になっていることである。それ
は違うのではないか。国益といっているのは何な
のか。自動車とか輸出産業の利益ではないか。そ
れが GDP の 1 割あるかどうか分からないが、そ
れで失うものがどれだけあるのか考えると、「農
業対国益」の議論は全然違ってくる。海外で自動
車が売れて自動車産業の利益をもたらすのに対し
て、コメや乳製品が自国で供給できずに食料自給
率が 14％に低下し、日本国内の各地にペンペン
草が生える状況になって、どうやって日本国民に
食料の安全保障が提供できるのか。
　TPP は全ての分野の規制を撤廃するので、看護
士とか、いろいろな業界の労働者がどんどん日本
に入ってくる。安いモノや労働力がどんどん入っ
てきて競争が大変になり、中小企業も大変な状況
となる。製造業もこれまで、貿易自由化できない
といって、例えば、繊維とか皮とか履物、銅板な
ど必ず例外にしていたものがたくさんある。郵政
民営化も含め、金融、医療などにいろいろ形で海
外から人々が入ってきて、日本人の雇用が少なく
なる。日本社会全体に激震が走る。農業の問題で
はない。農業は人の命を守ることが一番大事だが、
TPP はそれ以外の社会全体に多大な影響を及ぼす
ということを踏まえ、総合評価しないといけない。
今は農業だけが矢面に立っているが、そうではな
く、日本全体を考えて、日本のみなさんがきちん
と議論して意見を発信することが大事である。
　そういう視点で言うと、われわれもややとする
と、自分たちがどれだけ被害を受けるかと強調し
がちだが、それが日本全体にいろいろな問題を起
こすのだということを発信すべきである。
　もう一点言うと、今までの自由貿易協定の交
渉で、農業が障害だったから進まなかったので、
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TPP で一気に進めようという言い方がある。し
かし、実際は農業が障害で交渉が止まったことは
一度もない。日韓 EPA 交渉が止まっているのは、
農産物のせいではない。韓国の素材部品産業が、
日本からの輸出で被害を被り、対日貿易赤字が増
えると政治問題になるので、何とか日本から産業
協力とか、そのための基金に協力するとか少しで
も書いてくれれば国民に説明できると韓国がお願
いしてきた。日本側は、どうして途上国でもない
韓国にそんなことしないといけないのか。そこま
でして韓国と自由貿易協定をやるつもりはないと
会議の場で突っぱねた。相手方はひっくり返った。

「えっ、一番日韓 EPA を進めたいと言っていたの
はあなたたちだったのでは ?」と。しかし、報道
機関に発表する段階となると、また農業が原因だ
となる。看護士さんも「足りている」の一点張り、
金融関係は、「何もできることはない」から事前
交渉のテーブルにも一度も着かない。それを TPP
で一気にやるなど、普通ならできないことである。
まだ農業以外の人からは、いろんな形で発信され
ていないが、農業分野以外の人たちのことも考え、
全体の問題として、われわれが連携していくこと
が大事だ。

■米国は酪農が一番大事、 市場は開放せず

　では、米国が何故 TPP と言い出したのか。米
国は、アジアがアジアとしてまとまることを嫌っ
ている。これからの世界の成長センターはアジ
アだ。アセアン＋ 3 とか、東アジア共同体とか、
アジアがアジアとして足場を固めると、米国がア
ジアの成長エネルギーを自分のものにするのに不
都合である。だから、FTAAP（アジア太平洋自由
貿易圏）構想とか、それが現実的でないとなると、
TPP を持ち出して、攪乱している。日本の輸出
産業も、米国以外は小さな市場の TPP に無理に
乗るよりは、アジアでこれまで積み重ねてきた相
手国を思いやりながら、柔軟性のある FTA をしっ
かり結び、アジアで足場固めることができれば、
その成長エネルギーをアジアで共有できる。そこ
を米国は嫌っている。逆に言えば、日本は米国の
やろうとしていることに組み込まれるのではな
く、自分の長期的なメリットのためにアジアとと
もに考える姿勢を崩すべきではない。東アジア共

同体もやや唐突ではあったが、あれはあれで方向
性としては良かった。
　民主党政権では、東アジア共同体推進が、いつ
の間にか、中国を外して米国との TPP に変わっ
ている。突然、話が全く変わってくる。テレビ討
論で民主党の議員さんに、何故 TPP に変わった
のかと聞いたら、東アジア共同体は鳩山前首相が
言っていただけだとの回答があった。
　乳製品について言えば、米国は酪農が一番大事
である。欧米にとっては、酪農は基礎食料を提供
する産業なので、絶対守らないといけない。米国
は、豪州、NZ といった大変強力な競争力がある
国に対しては、門戸を開くと輸入品が入り、国産
を保てなくなる。だから、米国は徹底して豪州、
NZ には市場を開けない。米豪 FTA では、砂糖と
主要乳製品は実質例外にしている。TPP でも豪
州には関税撤廃できないはずなのに、米国はそれ
を隠して TPP に参加表明している。カナダは正
直だから、乳製品はできないと言ったために資格
がないと言われ、TPP で門前払いされた。米国
は例外を隠して、やるぞと言って、後で豪州とは
前に決まっているのでと、上手くやろうとしてい
る。日本は米国も例外を作らないといけないから、
早く交渉に入った方が得だと言っているが、私は、
これはおかしいと思っている。米国は自分のやる
ことは棚に上げて、人を叩くことが常である。日
本は叩かれる立場なので、米国は最終的に例外を
作っても、日本が TPP に入りますよとなったら、
全部ゼロでおまえに例外は認めてやらないと言わ
れるのが当たり前である。そうやって日本はやら
れてきた。そうなると、早く交渉に入れば例外が
確保できるというのは、私は甘いと思っている。
　これに関連して言うと、米国は FTA、EPA を最
大限活用して自分だけ勝てるようにしている。豪
州、NZ には乳製品を例外として、メキシコ、カ
ナダには勝てるから、両国との FTA で乳製品は
ゼロ関税にした。カナダは拒否したが、メキシコ
にはゼロ関税で輸出を伸ばした。豪州からの乳製
品が自国に入ってこないようにして、自分より弱
いところはどんどん攻めていく。こういう風に
FTA を完璧に利用している。良くも悪くもこれが
FTA であり、そういう意味ではアメリカは戦略的
である。日本も良く考えて、冷静に判断していか
ないと、愚かな選択をすることになる。
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■米国酪農政策は現場重視

■国際基準は後で考える

　そこで、米国の酪農がどうして自由化交渉に入
れないのか、米国の酪農政策を説明したい。
　国際参照価格である豪州、NZ の加工原料乳価
格は㌔ 19 円である。この価格と戦ったら日本の
加工原料乳は、ほぼ全滅する。北海道の生乳が都
府県にどんどん入ってきたら都府県酪農は崩壊す
る。北海道だけ、飲用向け生乳だけで生き残るの
が日本の酪農の姿だ。ただ、飲用乳も中国あたり
からの輸入で業務用を中心に 2 割程度、国産と
置き換わると想定し、日本の生乳生産量は 56％
減少し、牛乳乳製品の生産減少額は 4,500 億円
に上るというのが農水省の試算である。
　私の試算と違うのは、農水省は北海道だけ生き
残ると単純化しているが、モデルで計算すると都
府県も生き残る。残った 44％の生乳生産量を北
海道と都府県で分け合うイメージである。北海道
から生乳の輸送賃が㌔ 18 円程度かかるので、北
海道だけ生き残るという議論にはならないかもし
れない。
　米国も㌔19円の価格で入ってきたら大変だが、
関税が 200％程度ある。日本にはないが、米国
は国内の乳製品を無制限で買い入れる仕組みが
ある。カナダも EU も米国も乳製品がある値段に
なったら政府が買い入れる。これが加工原料乳支
持価格で㌔ 26 円である。これに下支えられて形
成される乳製品の市場価格を生乳換算すると加
工原料乳は㌔ 34 円程度になる。こんどは、メー
カーに、この㌔ 34 円を全米一律の加工原料乳の
最低支払い価格として法律で義務づけている。ま
た、これに、飲用乳価プレミアムを米国内の 2,600
郡別に上乗せして支払うことも法律で定めてい
る。
　フロリダは、加工原料乳地帯のウィスコンシン
から遠いので㌔ 11 円、ウィスコンシンは加工原
料乳地帯に近く、輸送費がかからないので㌔ 5 円、
バーモントは中間地域なので㌔ 8 円。最低支払
い価格の 34 円にこれらの額を足して最低支払い
義務飲用乳価が決まる。つまり、フロリダは 34
円＋ 11 円の 45 円、ウィスコンシンは 34 ＋ 5
円の 39 円、バーモントは 34 円＋ 8 円の 41 円
が各州の最低支払い義務飲用乳価となる。法律で
乳業メーカーの最低支払い乳価が決まるのが米国

のシステムである。
　さらに、米国では 02 年、飲用乳への不足払い
を作ろうということになった。加工原料乳が値下
がりすると、固定払いのプレミアムだけではパラ
レルに飲用乳価が下がり、飲用地帯の飲用乳価が
下がりすぎてしまうのに対処しようとしたのであ
る。バーモント州などの意見をとり入れ、例えば、
バーモントの飲用乳価の目標価格を 45 円とする
と、それより下がった 42 円の場合、差額の 3 円
を政府が払う仕組みを作った。乳価は全国連動し
ているので、全州で同額の差額が不足払いされる。
　これらの仕組みで、一番のもととなる国際価格

（輸入価格）の 19 円が、どこにも影響してこない。
これだけの関税で守り、買い入れも行い、取引乳
価も支払い命令があり、さらに財政負担もあるの
が米国の酪農政策である。
　02 年にできた米国の飲用不足払いは、WTO
上は黄の政策で削減対象である。日本では削減対
象の政策を新たに作ることは通常考えられない
が、米国は生産現場が必要だというものは作る。
それが国際ルールに合わなければ国際ルールがお
かしいので、変えてしまえば良いとなる。日本は
WTO で決まったことは金科玉条のごとくやって
いるが、それでどんどん不利になっている。現場
が元気になるのが政策であり、それを国際的に認
めさせようとするのが米国である。
　さらに米国がすごいのは、08 年の飼料危機で
米国も飼料価格が上昇し、酪農が大変だった時で
ある。問題となったのは、45 円という目標価格
は飼料価格と連動しないのでコストを反映せず、
差額補てんが不十分で酪農家から批判を受けた。
このため、法律を改正し、目標価格の 45 円が飼
料価格と連動して上がるようになった。ルールに
基づいて、コスト上昇分を補てんできるようにな
る。これで酪農家は見通しを持って経営計画が立
てられる。
　これに対して、日本は緊急措置として、補給金
単価の期中改定、飲用乳に 3 円ほどの直接支払
いを措置したが、取引交渉で乳価が値上げされる
と緊急措置は廃止された。もし、ルール化されて
いれば、乳価の値上げで即廃止とはならず、市場
価格と財政負担の両方で生産コストが償えるの
か、両方で支えて判断する仕組みになる。そうい
う点で米国は合理的だが、日本は場当たり的で生
産現場からすれば不安である。
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　ただ、ルール化されると問題がある。すったも
んだして、「俺がとってきたぞ」という政治家の
役割が減ってしまうので、緊急措置の方が良いと
いう意見もあるが、それは生産現場の視点ではな
い。

■政府の買い上げ制度で

■欧米酪農組織は強固に

　もうひとつの論点として、米国、カナダ、EU
の生産者組織は大変強いということである。組織
の大きさが違っている。米国の場合はまだ日本
に近いが、デーリーファーマーズオブアメリカ

（DFA）はもともと地域の組織だったが、米国を
代表する組織となり、脱粉とバターの余乳調整工
場を自ら所有して余乳調整し、飲用メーカーと力
を持って交渉している。基本的には欧米はすべて
そういう形である。
　なぜ、米国は生産者組織が余乳処理工場を自ら
持てるのか。政府が乳製品を買い入れるからだ。
いざとなったら、政府がすべて補助金付きで脱粉、
バターを買い入れてくれるので誰も困らない。日
本にはこれがない。他国は買い上げがあるから、
安心して脱粉、バターを自ら抱えられる。日本の
生産者組織が弱いのではない。制度的裏付けが違
うのである。では、今後日本も買い上げをやって
くれるのかというと、今の流れからするとそう簡
単ではない。この違いをどう考えるのか。
　買い上げ制度などの背景が違う。牛乳は欧米で
は電気やガスと同じで公益事業である。牛乳がな
いと子どもが育たないので、絶対、外国に依存で
きない。米国の牛乳乳製品自給率は 98％である
が、なぜ、98％なのか。国内消費量の 5% のミニ
マムアクセスを全量は入れていないからである。
ミニマムアクセスは「守る」ものではない。最低
輸入義務と解釈するのは日本だけである。低関税
またはゼロ関税の輸入枠を作っておけとしか書い
ていないので、国家貿易品目だから輸入義務だと
いう理屈はない。カナダの乳製品も国家貿易品目
だが全部は輸入していなし、韓国もコメは入れて
いない。なぜ日本だけ入れているのか。本当の理
由は、米国との約束があるからだと言われている。
欧米の酪農王国はすべて輸出国だが、本当は、豪
州、NZ を除いて輸入国になるはずである。競争

力があるから輸出国だという議論は成立しない。
戦略があるから輸出国になるのである。食料自給
率 100％を超えるのは当たり前で、それ以上作っ
たものを世界に貢献する、世界をコントロールす
るために輸出するという戦略を持っている。
　WTO に通報している国内の酪農保護額も米国
は過少申告である。日本は 6,400 億円、米国 1
兆 8,000 億円、EU は 4 兆円と申告しているが、
米国は本当は 3 兆円以上ある。酪農については
幻の保護額を使ってでも守っている。世界の目は
ごまかせても私の目はごまかせない。5 年前に米
国農務省に行ったら、その点を潔く認めたが、「日
本も悪いことしているのだろうからあまり人のこ
と言わないほうがよいのではないか」と。米国の
言いたいことは、日本の交渉官は優秀で真面目で
あるだけに、攻め返されるとどう答えるかと考
え、責任問題となったらどうしようとなる。2 年
間じっとしたら次のポストに行けると考え、問題
が先送りされる。逆に米国は自分が悪いことを棚
に上げて人を叩きまくるのが当たり前である。交
渉とはそういうものである。日本が相手を攻める
場合は、自らをきれいにしないと攻められないこ
とになってしまうので、責められっぱなしになり
がちである。

■酪農所得補償

■チーズ対策拡充だけでは不十分

　日本の所得補償について説明したい。民主党の
マニフェストでは所得補償をやるとしている。生
産コストが急に上がっても価格が下がっても、機
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動的に対処して安定的な所得を確保するとしてい
る。酪農の現行の仕組みは、完全にこういう形に
はなっていないし、今の状態だと、そういう改善
が行われる可能性は低い。自給飼料増産のために、
もっと直接的な誘因になる政策、ブラウンスイス
など高付加価値なチーズ、六次産業化推進、環境
支払い実施などの政策を充実し、補助金は所得補
償の岩盤作りと環境直接支払いに集約し、それ以
外は補助金から無担保、超低利、超長期の融資に
転換するとしている。機械を買いたい人は補助金
がないので融資となるが、融資は結局は借金なの
で生産者にとって本当にメリットかどうかは議論
があろう。
　もう一つは、生産で調整する部分はできるだけ
減らして生産者にしっかり生産してもらい、その
代わりに出口対策での調整を中心にすることで、
生産物がしっかりはけていく政策にするというこ
とだ。これは、新たな食料・農業・農村基本計画
にも盛り込まれ、新たな酪肉近代化基本方針でも
一応の表現はされている。生乳の生産調整は法律
に基づかず、牛の生理上、生乳の過剰と不足を繰
り返し、大変な苦労をしてきたが、みなさんの努
力でここまでやってこられたことには敬意を表す
る。今後は、その苦労を減らさないといけない。
コメのように輸出向けや援助など新たな用途に財
政負担を増やし、そこにたくさんの需要が向くよ
うに、需要を作っていこうとしている。コメの場
合は、米粉、エサ米、バイオエタノール向け米で
あり、酪農ではチーズが一番注目されている。チー
ズは輸入がほとんどなので、この部分に補てんを
しっかりすることで、輸入代替の需要ができると
目玉化してきた。
　では、チーズ対策はちゃんとできたのか。農水
省は 23 年度の概算要求で、チーズ向けが増えた
分だけでなく、チーズ向け全体に助成金が出る仕
組みを要求した。しかし、助成金の単価が変わら
ないのでは、チーズ向け生乳は増えるか。今のチー
ズ向け補給金単価は中途半端である。メーカーに
とっては高いし、酪農家からみると低くすぎて、
所得が十分に得られない。輸入代替をするなら、
国際基準価格の 19 円かどうかしらないが、もっ
と、メーカーの買い取り価格が下げられるように
して、酪農家には、せめて脱粉、バターと同じに
ようになるまでの価格との差額を補てんする補給
金にしないと、チーズ向けが増えるインセンティ

ブにはならない。そこをやるのがポイントだろう。
　酪農の所得補償については、酪肉近でも「導入
する」から最終段階で「検討する」に変わったの
で、後退したかのようなイメージはあるが、確か
に、みなさんから積極的にやるべきだとの声が少
なかった。私は食料・農業・農村政策審議会果樹
部会にも出ていたが、果樹の所得補償をどうする
のか、要望が強く出て、大いに議論した。それに
比べ、かなりの話題になると思っていた酪農の所
得補償については、チーズ対策をしっかりしてく
れとの意見は出たが、畜産部会ではあまり具体的
な議論はなかった。私は、もっと議論してはどう
かと水を向けたつもりだったが。
　「検討する」の表現については、一番大きいの
は財務省の存在だった。基本計画もそうだが、お
金に絡む部分は、財務省が予算確保を決めた訳で
ない以上「全面削除」だというのが財務省の指示
だった。基本計画も前書きでは、国家戦略として
農業・農村政策をやるとか、国民全体で農業を支
えるとの記述はあったが、具体的な部分はすべて
削れとなった。そんな内容では生産現場への指針
になり得ないので、農水省も頑張って残そうとし
たが、「検討する」との表現が求められ、曖昧に
なった。基本計画では 26 カ所も「検討する」と
の表現がある。
　財務省の国家戦略なき一律削減の予算査定では
現場は元気になれない。所得補償を増やしたら、
それ以上に他の分野で減らさないといけない。エ
サ米を増やすのに機械を買おうとしたら補助金が
なくなり、施設もつくれない、暗渠排水もできな
いといった状況だ。現場のコストはどんどん増え
ている。農水省予算が減る中で必ずしわ寄せがい
ろいろなところに来る。大事な予算も切らないと
いけなくなることが起こってくる。コメの所得
補償だけで 2,000 億円、畑作を含めた本格実施
でまた 2,000 億円で合計 4,000 億円を増やさな
いといけないので大変である。土地改良予算は 3
分の 1 になってしまったが、こういうことが随
所で起きている。
　また、酪肉近では乳脂肪 3.5％問題が議論と
なった。われわれは一生懸命議論して見直すべき
だと書いたつもりだが、専門家によっては 3.2％
にしてはだめだと言う一方で、酪農家はやってほ
しいと言う人が多い。それぞれの立場で言うこと
が全然違うので、何が本当なのか分からない。い
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ろいろな議論があるのは良いが、酪農乳業界でも
う少し議論、整理してもらいたい。

■加工補給金

■伸縮的な仕組みに見直し必要

　畜産酪農の所得補償については、牛肉、豚肉は
22 年度対策でほぼ原型を作ったと理解されてい
る。飼料危機で非常に困った時、緊急措置で作っ
た補完マルキン事業を、本来のマルキン事業に組
み込んだ。これは、今までの制度で足りなかった
部分を織り込んでおり、合理的である。豚肉も、
地域肉豚事業で地域別だったのを全国一本の仕組
みに変え、国の負担割合を増やして制度を充実し、
原型はできた。微修正はあると思うが、これで牛
肉、豚肉の所得補償は基本型はできているといえ
る。
　では、酪農はどうか。チーズ向け対策は出てき
たが、それ以外に真新しいものはまだない。これ
で終わらせるというのが一つの見方である。た
だ、よく考えてみると、酪農の補給金単価は他の
畜種の不足払いとは違っている。他の畜種は四半
期ごとにコストに見合う目標価格を決めて市場価
格との差額を補てんしている。これは明らかに所
得補償の考えとなっている。しかも、短期でコス
トの変化を見ている。しかし、酪農は 1 年に 1 回、
加工原料乳補給金単価を見直すが、10 円ぐらい
のほぼ固定額に生産コストの変化をかけるから、
10 円、20 円のコストが変わっても、補給金単価
ベースでは、せいぜい 1 円ぐらいしか変わらない。
これはコストに見合う目標価格との差額を補てん
する他の畜種とは全く違う。酪農は、いわゆる七
分の一のところにコストの変化率をかけるので、
不足払いになっていない。この部分をどう考える
かという議論は当然ある。加工原料乳と飲用乳の
価格がどう決まっているかというと、例えば加工
が 65 円、補給金 12 円で合計 77 円が北海道の
加工原料乳価の手取りである。ここに 18 円の輸
送費をかけても都府県に運ぶかどうかを北海道は
判断するから、飲用乳価が 65 ＋ 12 ＋ 18 ＝ 95
円で決まる。
　仮に、TPP をやってゼロ関税になると、加工
原料乳価が 19 円になってしまう。補給金が伸縮
的に動かないと、とても対応できない。ここが伸

縮的になれば、補給金を 58 円にできれば、今の
95 円が維持できる。ただ、それだけの差額補て
んができるのかという問題が出てくる。TPP のよ
うな極端なケースでなくても、加工原料乳価が輸
入の影響でかなり下がるケースを想定した場合、
今のような固定的な補給金の仕組みでは対応でき
ない。北海道にとってコスト見合いで 77 円が必
要な乳価とするなら、その差額を補てんする他の
畜種と同じような仕組みになっていないと、とて
も対応できない。
　酪農版所得補償については、いくつかの選択肢
がある。一つめは現行のままで良いという意見だ。
二つめは補給金単価の仕組みを他の畜種のように
変えて、コストに見合う目標水準との差額を四半
期ごとに支払うものである。現行の仕組みにある
ナラシ（加工原料乳生産者経営安定対策事業）は、
変動した部分を補てんしているという議論もある
が、コストで決まる目標価格がないので、結局、
きちんとしたコスト変化には対応できないことに
変わりはない。三つめは、チーズ向けの目標価格
をバター、脱粉と同じぐらいの目標価格にし、輸
入代替価格との差額を補てんできないかというも
のである。これは、それなりに動きは出たが不十
分だ。四つめは、大きな論点となりうるが、米国
のように飲用乳価に不足払いするのか。五つめは、
中国から飲用乳が入ってくるという農水省の試算
もある中で、加工を支えることで飲用を支えるこ
とは次第にできなくなる事態も視野に入れて、用
途別ではなくプール乳価、あるいは酪農所得に不
足払いすることが必要になってくるのではないか
という議論がある。
　今のところ、進んでいるのは、三点目のチーズ
向けの支援の充実をどのくらいやるかというとこ
ろである。チーズ向けは目標価格にはなっていな
いが、この部分の単価をどれだけ上乗せできるか
という議論があるが、これ以上はやれる見込みが
ないという雰囲気がある。酪農には、コスト見合
いの目標価格との価格差補てんをやるべきでない
という根強い見方がある。何故だろうか。牛肉、
豚肉にできてなぜ酪農はできないのか。それは市
場構造が違うからだというのである。私もよく
言っているが、酪農協、メーカー、スーパーとの
それぞれの力関係に問題がある。スーパー対メー
カーの力関係は 10 対 0 であり、メーカーはスー
パーに言われるままになりがちである。また、メー
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カーと酪農協は良くて五分五分、悪いと 9 対 1 で、
酪農協に分が悪い。この状態で目標価格を設定し、
差額補てんすると、いくらでも買いたたかれ、上
がるべき時に乳価は上がらず、財政負担だけが増
えるので、やってはだめだというのが事務方の説
明である。他の畜種はきちんとした「市場」があ
るので、価格が抑えこまれないが、酪農はこうい
う力関係のいびつさがあるのでやってはいけない
と言われる。コメも同様で、所得の岩盤を作って
はいけない、買いたたきで財政負担が増え、破綻
すると言われていた。それでも生産現場が持たな
いので、岩盤を作らないといけないと皆さんも私
たちも言って作ったが、米価は大幅に下落した。

「そんなことは分かっていただろう」と言う非難
も聞こえてくる。その点の心配はあるが、そこを
どう考えるのか。他の畜種と酪農は違うのでダメ
だという説明が正しいのだろうか。

■都府県酪農の所得補償

■もっと議論が必要

　その点を含めて、印象としては、みなさんも分
かる通り、事務方は酪農の制度改正に消極的で、
補給金単価の算定方式も変えるつもりはほぼな
い。以前からの強い意思である。政権交代してコ
メの例もあったので、変わるのかと思ったが、そ
ういう流れにはない。おそらく、みなさんから相
当強い声がないと、チーズ向けだけで酪農の所得
補償制度は終わる可能性がある。今の仕組みがそ
れなりに機能しているから良いという考え方はあ
る。私も補給金制度は良くできた仕組みだと思っ
ている。200 億円ですべての乳価を支えるので、
非常に財政効率的で、コメみたいに 6,000 億円
もかからず、安上がりである。少なくとも補給金
の算定方法の調整については議論の余地があると
思ったが、なかなかそこも今の状況ではそう簡単
に動かない。みなさんがそれで良いなら、私がど
うこう言ってもしょうがないことである。
　ただし、そこは現場の酪農家の視点で考えて、
どういう仕組みが一番良いのだろうか。安いもの
が入ってくる可能性を含めた場合、今の固定的な
システムで十分対応ができるのか。都府県の立場
で言えば、飲用乳への不足払いについてはどう考
えるのか。いるのかいらないのか、あまり議論は

なく、私にもあまり意見が聞こえてこない。プー
ル乳価に不足払いするようなやり方については、
全国酪農協会が中心となった酪農研究会の議論に
近いものである。意見としては、限りなく現行の
ままで良いという意見から、プール乳価ないし所
得に不足払いする意見まで相当幅がある。特に都
府県の生産現場からは、飲用乳への不足払いが米
国のようにあった方が良いのかどうか、もう少し
議論し、必要なことは言ってほしい気がする。今
のままで良いとなれば、それで良いし、無理に議
論をかき回す気はない。北海道からは、さっきの
選択肢の 2 点目と 3 点目についてそれなりの対
応があれば助かるとの声が出ており、ある程度は
政策に反映されている。しかし、都府県酪農の所
得補償については、もう少し意見を出してもらえ
れば良いと思う。私のイメージでは、今のままだ
と、23 年度の概算要求で出ているチーズ向けを
どれだけ充実するかで終息してしまう。
　中酪を中心に、生乳の生産調整をできるだけ弾
力化して、もっと生産現場の判断で柔軟に作れる
方向性を出そうとしているが、基本的に生産で調
整する部分を減らし、作ったものをどう売ってい
くかということにサポートを集中していくことは
必要だろう。
　例えば、用途別に必要な目標価格を決め、それ
ぞれの差額を補てんする。今は、飲用乳には目標
価格がなく、他の用途は補てんがあるが目標価格
はないので、各用途にコストに見合う目標価格を
設定する。チーズ向けはバター、脱粉と同じ目標
価格にし、下はぐっと下げて輸入代替水準にして
相当に補てん単価を拡充する。さらには援助向け
のような用途も作って、かなり安い価格でも選択
できる用途もつくる。酪農家の判断で、自分は飲
用中心に価格をとるのか、援助向けまでどんどん
作って安い乳価でも量をとるのかが選択できる。
個別生産枠ではなく、用途別の販売枠みたいなの
があれば分かりやすい。こういう形がどこまでで
きるか分からないが、中酪の提案しているイメー
ジに近いのではないか。用途別の販売クォータを
個別に選択できれば、酪農家の様々な経営方針に
応えることができる。こんな方向性を実現してほ
しい。
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■酪農組織は強い酪農の

■コーディネーターに

　TPP のような極端な議論は論外だが、それ
なりに安いものが国内に入ってくる可能性や
国の予算制約の中で、そういう逆境にも負け
ない本当の意味で強い酪農を作っていくこと
は可能だ。規模拡大してコスト削減するだけ
では、北海道といえども、安い輸入品と同じ
土俵で戦うことになり、勝てない。生産過程
を含めて、少々高くてもモノが違うから、あ
なたのモノしか食べたくないという消費者と
のつながりをいかに大事にしていくのか。ス
イスなどで実践されている環境にも牛にも、
その他の生き物、つまり生物多様性とか、景
観にもやさしい生産過程が実現できれば、人
にもやさしい本物になる。みなさんには、地
域のみんなのつながりが形成される、自発的
な地域プロジェクトを酪農でも形成するよう
なトータルコーディネーターの役割も期待さ
れている。
　その場合、何がホンモノかということが問
題だ。日本の酪農は完全に自給飼料だけでや
るとすると、牛の頭数は半分以下に減ってし
まう。やれる範囲で環境にやさしい、消費者
に本物を届ける努力が伝わるような形でいか
に展開するのか。窒素の収支とか、低温殺菌
牛乳とかの議論もあるので、いろいろ考える
必要がある。
　つまり、経営効率を追求しても、それが結
局、牛、人、環境を痛めつけていては、一時
的に儲かっても持続できるのか。業界全体と
して、結局、泥船に乗って進んでいくもので
はないか。この点を追求することで、少々安
い も の が 入 っ て き て も、 国 の 予 算 が な く て
も、消費者が本当に支えてくれる。日本の酪
農も、国産だから評価されるというのではな
く、もっとやるべきことがある。
　 例 え ば、 非 常 に 大 き な 酪 農 経 営 で は、 農
業共済の掛け金を 2,000 万円払っているが、
共 済 金 で 2,000 万 円 以 上 返 っ て く る か ら 儲
か っ て い る と い う 話 が あ る が、2,000 万 円
も治療費がかかっているのは、相当に牛がダ
メージを受けているということで、2,000 万
円払っても 1 銭も返ってこないのが本当に強

い経営ではないか。酪農経営も共済からお金
が返ってくることを前提に、病気が多発し、
非常に短期の乳牛更新で経営が成立している
面があるので、農業共済は重要な役割を果た
しているが、それが消費者の求める本当の酪
農なのかは考えてみないといけない。
　もっと酪農家段階の創意工夫でいろんなモ
ノ作り、良さを追求することは大事だが、そ
れだけだとバラバラになって組織が重荷だと
いう議論が出てくることもある。しかし、特
に酪農は組織がないと成立しないことは、英
国 の ミ ル ク マ ー ケ テ ィ ン グ ボ ー ト（MMB）
の例を見ると明らかである。MMB が解体さ
れ た 後、 バ ラ バ ラ の 小 グ ル ー プ で 乳 価 交 渉
し、買い叩きにあって乳価が暴落した。みな
さんの組織があることで、酪農家に適正な乳
価が形成される。その役割を忘れ、個々に自
由にやることだけを主張したら大変なことに
なる。組織力の強化と個別の創意工夫が活か
されての顧客作りが矛盾しない組織にしない
といけない。その点を含めて、もっと組織力
を強めて、乳価形成力を持つとともに、個別
の創意工夫がもっと伸ばせる仕組みにするた
めに改善の余地がないか検討してほしい。
　TPP の議論含めて、早急にみなさんの総意
を結集し、議論を正常化しなくてはならない。
酪農や農業の問題だけにせず、国民の命と生
活を守るために何が必要なのか。日本の産業、
雇用問題にも大きな影響を与えるといった広
がりのある、きちんと冷静な方向性が出てく
るように議論すべきである。
　最後にひとつ付け加えておきたい。現場の
酪 農 家 の み な さ ん に 不 安 の 声 が 高 ま っ て い
る。 今 元 気 を な く し て 酪 農 を や め る こ と に
なったら我々の負けである。マイナスの動き
が出ないように、「大変だ」だけでなく、大
変ではあるが、きちんと正しい方向性が見い
だせるように、みんなで前向きに一緒にやろ
う と い う プ ラ ス の 方 向 に 向 か わ ね ば な ら な
い。私も、一人の研究者として、今後もみな
さんといろんな形で連携していきたい。


